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研究成果の概要（和文）：　戦後教育改革において、中等教育は根本的な転換を遂げ、多くの国民大衆に対して
開かれたものとなったが、特に、後期中等教育(高校教育)は、1960年代から産業構造の転換に伴う社会的要請に
直接的に応えるように変容させられてきた。そして、今日、また大きな中等教育改革が進められようとている。
その改革とは、どのような背景のもとで進められようとしており、いかなる内容のものとなっているのか、また
どのような課題を持っているのかを検討した。

研究成果の概要（英文）：In postwar education reform, secondary education had undergone a fundamental
 transformation and had been open to many public crowds, but in particular, secondary education 
(mainly, high school education) had changed from industrial structure in the 1960s, and had been 
transformed to respond directly to the social demands involved. And today, a major secondary 
educational reform is about to proceed. We examined what kind of contents it is supposed, what kind 
of issues it is going to be promoted, and its background.

研究分野：教育経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 わが国における急速かつ圧倒的な中等教育の
国民的普及は、世界にも類を見ない極めて希な
ものである。しかしそれは、ほとんど全ての国民
に完全な中等教育が保障されるようになったこと
を意味するのではなく、むしろ、大きな課題を包
摂しながら今日に至っていると言えよう。 
 初等教育(内容)の未習得と格差の拡大という
問題に大きく規定されてはいるものの、今日、初
等教育との区別と関連が問われないままに、九
年制義務教育の一体化という観点からのみ小中
一貫教育が進められようとしており、また、中学校
においても選択教科が導入され、中等教育に固
有の教科であった外国語が初等教育にも置かれ
るようになるなど、前期中等教育の固有の意味や、
中等普通教育のあり方が問われている。 
 さらに、後期中等教育においても、高度経済成
長期に経済界から寄せられた直截な要求に即応
するために、戦後高校教育の原則を揺るがすよ
うな改変が次々と行われたこと、その後も、高校
生の実態変化への対応を理由として、学校制度
そのものの多様化が進められたことから、教育の
実質に大きな格差が生まれ、高校教育とは何か
を同定しにくい状況が生まれている。また、高等
教育との接続の不十分さが大学や産業界からも
問題とされるようになり、後期中等教育の意味や
高等普通教育のあり方が問われるようになってい
る。さらに、今日、中等教育が職業世界との接続
においても大きな問題を孕んでいることが指摘さ
れるに至っており、「キャリア教育」の普及･徹底
が主張されている。 
 高等学校への進学率が上昇する中、生徒の実
態が多様化したこと、そして、その多様化した生
徒の個性を最大限に伸ばすために、「特色ある
学校づくり」を進め、「個に応じた教育の充実」を
図るため、高等学校教育の多様化を推進すべく
様々な制度改革が行われてきた、との行政説明
がなされているが、研究者の理解もほぼこれを首
肯するものとなっている。しかし、そうした理解の
もとに、問題状況への対処を名目として行われた
大規模な改革は、根本的な問題点を解消できな
かったばかりか、さらなる問題点を生みつつ今日
に至っており、状況はますます複雑な様相を呈
するようになっている。 
 
２．研究の目的 
 戦後六十年間に、数次にわたる改革が行われ、
我が国の中等教育は制度的側面だけではなく、
実質においても大きく変化している。とりわけ、高
校教育は様々な意味での「多様化」が進行し、今
日、もはや統一的な像(イメージ)が十分に結べな
い状態になっている。 
 本研究は、戦後の中等教育改革の展開過程を
追いつつ、そのもとで中等教育の概念や基本原
理がどのような変遷をたどり、いかなる実態が生
じているのかを明らかにすることによって、理論

面と実践面の双方から中等教育改善の課題を解
明することを目的としている。 
 教育学者が共同して、各専門領域の研究手法
を駆使することによって、文字通りの総合的研究
を志向するものである。 
 
３．研究の方法 
 上記の問題について、これまで全く触れられて
こなかったわけではないが、教育学の各専門領
域に引き裂かれる形で追究されてきたために、そ
こでの知見が総合的に活かされることがなく、し
たがって全体像が見えにくい状況に置かれてき
た。本研究では、各領域を代表する専門的研究
者の共同研究により、多面的かつ総合的に上記
の課題を解明することを目指した。 
 それぞれの研究手法については各研究グルー
プが主導的な役割を果たしたが、単なる分担主
義に陥ることのないよう、自らの専門と違う研究領
域からのアプローチにも参加し、多面的に問題
の解明を図ることを意図した。それにより、これま
で見落とされていた問題点やより総合的な視点
から、戦後中等教育を俯瞰することが可能となり、
中等教育概念の変遷とそのもとでの中等教育の
実態を明らかにすることによって、今日における
問題の根本的解決の道を探ることを試みた。 
 
４．研究成果 
 1960年代の高度経済成長政策は、産業構造
を工業に転換させることを基調とするもので、そ
れを支える大量の新たな労働力を必要とするよ
うになった。こうした「社会的要請」から「人づく
り」の名の下に、経済発展に貢献する「人材育
成」が学校の責務とされるようになり、人材を選
別するためにすべての子どもたちに、学習指導
要領によって画一化された教育内容を与え、
単一化された基準によって「能力」別に人材選
別する教育体制が作りあげられていった。経済
成長とともに広く国民全体に所得配分されたこ
ともあって、進学要求も年々高まっていき、高校
進学率は５年間に10％近い割合で急上昇し、
1955年には50%であったのが、1965年には
70%、そして、1974年にはついに90%を超えて
いる。そうした中特に、高校教育に対して直接
的な「社会的要請」が寄せられ、第一段階目の
「高校の多様化」が進められた。もともと、新制
高校は男女共学と小学区制を前提として、普
通科と専門科とから成り立つ総合制高校である
ことを原則としていたにも関わらず、単独制の
職業高校がつくられ、普通科と職業科の間で、
さらには普通科の高校間においても序列化が
進められ、学校間格差が拡大されていった。 
 こうして高校教育の矛盾が拡大されて行っただ
けではなく、産業界の要請にも応えられないこと
が次第に明らかになり、見直しが迫られるように
なった。もともと想定されていた生徒の「多様化」
を理由として、1980年代後半以降、単位制高校



や総合学科、中高一貫教育など質を異にする新
たな諸施策が「新しいタイプの高等学校」として
打ち出され、いわば第二段階目の「多様化」が進
められていったが、これ以降は、高校に対して国
レベルでの政策的な関与はなされず、都道府県
など設置者任せにされてきた。 
 しかし、この間、90年前後からの社会主義諸国
の崩壊により、世界は「大競争時代」と呼ばれる
地球規模での「グローバル」な資本主義競争の
時代に入り、従来の労働集約型産業構造では
なく、ごく限られた数の人々で支えられるような
「知識基盤社会」への転換が目指されるようにな
った。先進資本主義国は、新たな産業に適合す
る「人材」を求めて「教育改革」の模索を始めた。 
 かつての経済成長のために教育の拡大が図
られた時代から、「公教育のスリム化」が標榜さ
れる時代に入り、「グローバル化」が進み、労働
市場の分極化とともに経済格差がいっそう拡大
する中で、高校教育に対する強い改革圧力が
かけられるようになっている。 
 高校進学率は今や 98%に達し、高校教育は圧
倒的に国民の中に普及しているが、さらに 2010
年度から、国公立の高校では授業料の実質的無
償化が始まるなど、大きな状況変化があった。 
 こうした中、2011年に中教審に初等中等教育
分科会高等学校教育部会が設置され、さらに
2012年には高大接続特別部会が設置され、そ
れぞれに審議まとめや審議経過報告書が公表さ
れている。また、2014年 12月には中教審答申
「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向
けた高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜
の一体的改革について〜すべての若者が夢や
目標を芽吹かせ、未来に開花かせるために〜」
が、翌年 1月には文科大臣決定「高大接続改革
実行プラン」が出されている。これらは、1991年
の中教審答申「新しい時代に対応した教育の諸
制度の改革について」以来、二十年ぶりに高校
教育の「改革」が政策上の課題として浮上して来
たことを意味していた。 
 高等学校教育部会では、先ずは、広く高校教
育の現状を分析するところから議論が始まり、
論点や検討事項が提起された。その中で、「多
様化する生徒の実情」という言葉が幾度も用い
られており、これに応じる「特色ある学校づくり」
を可能にするよう「改革」を進めてきた、としてい
る。従来、高校では受け入れていなかった「学
力や学習意欲の面」で「多様化」した生徒たち
に対応しなければならない、といった問題の捉
え方がその根底にあった。 
 そして、「今後の高校教育の在り方」について
2010年から文科省が実施したヒアリング等の結
果をもとに、「個々の生徒の学習進度･理解等
に応じた学びのシステムの構築」「社会の要請
に応える人材養成機関としての機能の充実」
「個々人の人格形成の場としての機能の再構
築」等の視点から「検討課題(例)」が導かれた

が、そこでは高大接続は、それほど大きな問題
としては意識されていなかった。2014年の審議
まとめは「高校教育の質の確保･向上に向け
て」となっており、生徒の学力状況を多面的･客
観的に把握する様々な仕組みを構築すること
で「質保証」をするというものであった。 
 高大接続特別部会は、この高等学校教育部
会と、これに先立つ大学分科会での議論を総
合的に結びつけて、高等学校教育と大学教育
の接点である大学入学者選抜の改善、高等学
校教育の質の保証、大学教育の質的転換につ
いて一体的に検討するものとして設置され、そ
れが2014年12月の中教審答申へと繋がってい
った。その背景には、2013年10月の教育再生
実行会議の第四次提言が大学入試改革を提
起し、達成度テスト(基礎と発展)の導入と、論
文･面接などによる選抜を示したことが、これら
の部会の議論にも大きな影響を与えた。 
 高校教育が二十年ぶりに政策課題として取り
上げられながらも、最終的に高大接続問題に
焦点化されていったのはこうした経緯に依る。 
 それでは、真の「高大接続」問題とは何であり、
高校教育とどう繋がっているのか、問題の所在
を明らかにする必要がある。高大接続の問題は、
大学入試の問題のみに収斂されるものではな
く、教育課程上の接続自体に重大な問題を抱
えていることを見落としてはならない。 
 そもそも日本の大学入試は、大学で学ぶ力が
あるかどうかの達成度を測る試験ではなく、上
から順番に入学定員までを「採る」ためのものと
なっている。大学の独自入試の成績と総合的
に判定するとしても、とりわけセンター入試は、
受験者集団の中での序列を明らかにするため
の集団準拠の試験であり、その受験生が学習
の目標に対してどれだけの達成を示しているの
かを計る目標準拠の試験ではない。受験生の
得点が正規分布するように意図して作られたテ
ストであって、受験生の客観的な到達度を計る
ものではないところに問題がある。 
 この種の共通試験が導入される以前は、学校と
して統一的な対策をとることは不可能であり、基
本的には個々人で解決するしかなく、したがって、
結果的には、高校では普通教育(本来は、あわ
せて専門教育も)を提供するのが当然のことであ
った。しかし、共通一次試験が導入されて以降、
極論すれば、この試験に出る中身だけを、どれ
だけ効率良く教えて少しでも高い点数を取らせる
か､という対応が講じられるようになっていった。こ
うして、高校における「普通教育(の完成)」そのも
のが著しく困難な状態に追い込まれていったの
であるが、全国的な競争に巻き込まれていく中で
その問題性について議論がなされなくなってしま
い、現在に至っている。さらにセンター試験に変
わってアラカルト方式が取られるようになって、さ
らに問題は深刻になっていった。 
 高校において、センター･シフトのための教育



課程表の議論はなされても、教科･教科外にわ
たる教育活動の全体計画としての教育課程の
議論がなされなくなっていったこと、さらには、学
習指導要領に法的拘束力があるとして、国が教
育内容への支配･統制を行うことに対する批判も
弱まっていった。 
 2007年学校教育法改正により、「確かな学力」
が三つの要素で規定されたが、「知識偏重」の従
来型の学力観では、これからのグローバル社会
に対応できず、多様な形で能力を測る必要に迫
られている国や経済界の意図がここにも反映さ
れている。 
 こうした中で、新しい大学入試のあり方が問題と
されるようになり、「達成度」テストが提起された。
思考力、判断力、表現力を中心に「大学入学希
望者学力評価テスト」を行い、意欲、主体性、共
同性、多様性を大学の個別選抜で行おうとして
いる、という見方もなされた。 
 さまざまな問題を抱え、高校教育に多大な影響
を及ぼしてきたセンター入試の廃止が検討され
たことには意義があるが、そこで求められている
のは学力の客観的な把握の方法であり、この間、
議論されてきたのは、かつて高校教育の改善(普
通教育の完成)を目指して提起された「高大接続
テスト」とは似て非なるもので、今の制度設計のま
まではおそらく実現不可能と言われている。 
 しかし、今の高校教育が抱えている課題を考え
ると、放置できない。高大接続の課題を､単に大
学入試レベルの改善の問題に矮小化してしまう
のではなく、「達成度」テストのあり方を含めて、
積極的に議論していくことが求められている。 
 本来、高校教育は、受け入れたすべての生徒
たちが、進学をしても就職をしても、自分たちのこ
れからの人生を自立して生きて行けるように育て
るのが任務であり、高校教育のあり方そのものを
考え直す必要がある。 
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